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第１章 総則  

（趣旨）  

第１条 この規則は、宇治市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２５年

宇治市条例第１６号。以下「条例」という。）の施行について必

要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する

用語の例による。  

第２章 介護予防認知症対応型通所介護  

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従

業者の員数）  

第３条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ご

とに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める員数の従業

者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型



通所介護の提供日ごとに、当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら

当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供してい

る時間帯の時間数で除して得た数が１以上確保されるために必

要と認められる数  

（３） 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職

員」という。）又は介護職員 単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の単位ごとに、専ら当該単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は

介護職員が１以上及び当該単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護を提供している時間帯に看護職員又は介護職員

等（いずれも専ら当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数

の合計数を当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護を提供している時間数で除して得た数が１以上確保される

ために必要と認められる数  

（４） 機能訓練指導員 １以上  

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管

理者の配置基準）  

第４条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管理

者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなければ

ならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。  

２ 管理者は、適切な単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護を提供するために必要な知識及び経験を有する者であつて、

厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならな



い。  

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の生

活相談員、看護職員及び介護職員の配置基準）  

第５条 看護職員又は介護職員は、単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の単位ごとに、常時１以上当該単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護に従事しなければならない。 

２ 第３条第３号の規定にかかわらず、看護職員又は介護職員は、

利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として

従事することができる。  

３ 第３条第２号に規定する生活相談員、看護職員又は介護職員の

うち１以上の者は、常勤でなければならない。  

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の機

能訓練指導員の配置基準）  

第６条 第３条第４号に規定する機能訓練指導員は、日常生活を営

むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有す

る者とし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所の他の職務に従事することができる。  

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の設

備）  

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に

次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める基準を満

たす設備を設けなければならない。  

（１） 食堂及び機能訓練室 それぞれ必要な広さを有するもの

とし、その合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じ

て得た面積以上とすること。ただし、食事の提供の際にはその

提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際に

はその実施に支障がない広さを確保できる場合にあつては、同

一の場所とすることができる。  



（２） 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいし

ないよう配慮されていること。  

（共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者の員

数）  

第８条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなければなら

ない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 １以上  

（３） 看護職員又は介護職員 指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定

地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の利

用者、入居者又は入所者の数と共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護の利用者（共用型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者が共用型指定認知症対応型通所介護事業者（宇治市指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２５年宇治市条例第１５号。以下「地域

密着型サービス基準条例」という。）第６２条第１項に規定す

る共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。）の指定を

併せて受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

の事業と共用型指定認知症対応型通所介護（同項に規定する共

用型指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあつて

は、当該事業所における共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護又は共用型指定認知症対応型通所介護の利用者）の数を合

計した数について、第２１条第１項第２号、第２３条及び第２

７条第１項又は宇治市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年

宇治市規則第１８号。以下「地域密着型サービス基準条例施行



規則」という。以下同じ。）第３１条第１項第２号、第３３条

及び第３７条第１項、第３９条第３号、第４２条及び第４６条

若しくは第５１条第１項第４号、第５４条及び第５８条の規定

を満たすために必要な数以上  

（４） 機能訓練指導員 １以上  

（共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者の配

置基準）  

第８条の２ 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができる。  

２ 前項ただし書の場合において、管理者は、当該共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、次

の各号に掲げる事業所又は施設の職務に従事することができる。  

（１） 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

（２） 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所  

（３） 指定地域密着型特定施設  

（４） 指定地域密着型介護老人福祉施設  

３ 管理者は、適切な共用型指定介護予防認知症対応型通所介護を

提供するために必要な知識及び経験を有する者であつて、厚生労

働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。  

（電磁的方法による提供等）  

第９条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、条例第１０

条第２項の規定により同条第１項に規定する重要事項を提供しよ

うとするときは、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

その用いる次の各号に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。  

（１） 次項各号に規定する方法のうち指定介護予防認知症対応



型通所介護事業者が使用するもの  

（２） 次項第１号ア及びイ並びに第２号に規定するファイルへ

の記録の方式  

２ 条例第１０条第２項の規則で定めるものは、次の各号に掲げる

ものとする。  

（１） 電子情報処理組織（指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続したものをいう。

以下同じ。）を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの  

ア 電子情報処理組織を通じて送信し、受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録する方法  

イ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定する

重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の

閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電

磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出

をする場合にあつては、指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法）  

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

をもつて調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録し

たものを交付する方法  

３ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族が同項第１号ア

及びイ並びに第２号に規定するファイルへの記録を出力すること

により文書を作成することができるものでなければならない。  

（利用料等の受領）  

第１０条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、条例第２

１条第１項及び第２項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げ



る費用の額の支払を利用者から受けることができる。  

（１） 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に

居住する利用者に対して行う送迎に要する費用  

（２） 指定介護予防認知症対応型通所介護に通常要する時間を

超える指定介護予防認知症対応型通所介護であつて利用者の選

定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、

通常の指定介護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介

護予防サービス費用基準額を超える費用  

（３） 食事の提供に要する費用  

（４） おむつ代  

（５） 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防認知症対応型

通所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活にお

いても通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者に

負担させることが適当と認められる費用  

２ 前項第３号に掲げる費用については、厚生労働大臣が定めると

ころによる。  

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第１項の費用の

額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又は

その家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならない。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第１１条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者が単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併

せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護の事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場合については、

地域密着型サービス基準条例施行規則第１４条第２号から第４号

まで、第１６条及び第２２条第２項において読み替えて準用する

第１３条の４に規定する人員に関する基準を満たすことをもつて、

第３条第２号から第４号まで、第５条及び第６条に規定する基準



を満たしているものとみなすことができる。  

２ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の

事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合については、地域

密着型サービス基準条例施行規則第２２条第２項において準用す

る第１３条の５に規定する設備に関する基準を満たすことをもつ

て、第７条に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。  

（準用）  

第１２条 第５条第３項、第６条及び前条第１項の規定は、共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護の事業について準用する。こ

の場合において、第５条第３項中「第３条第２号」とあるのは「第

８条第２号」と、第６条中「第３条第４号」とあるのは「第８条

第４号」と、前条第１項中「地域密着型サービス基準条例施行規

則第１４条第２号から第４号まで、第１６条及び第２２条第２項

において読み替えて準用する第１３条の４」とあるのは「地域密

着型サービス基準条例施行規則第２２条第３項において準用する

地域密着型サービス基準条例施行規則第１３条の４、第１５条、

第１６条第３項及び第２１条第１項」と読み替えるものとする。  

第３章 介護予防小規模多機能型居宅介護  

（従業者の員数）  

第１３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなければならな

い。  

（１） 管理者 １  

（２） 介護職員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる介護職員につい



ては、常勤換算方法（地域密着型介護予防サービス事業者が地

域密着型介護予防サービス事業を行う事業所の介護職員の勤務

延時間数を当該事業所において常勤の介護職員が勤務すべき時

間数で除することにより、当該事業所の介護職員の員数を常勤

の介護職員の員数に換算する方法をいう。第２１条第１項第２

号において同じ。）で、通いサービスの提供に当たる者をその

利用者（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指

定小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機

能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあつては、当該事業所における指定介護予防小

規模多機能型居宅介護又は指定小規模多機能型居宅介護の利用

者。以下この章において同じ。）の数が３又はその端数を増す

ごとに１以上及び訪問サービスの提供に当たる者を１以上とし、

夜間及び深夜の時間帯を通じて指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の提供に当たる介護職員については、夜間及び深夜の勤

務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）

をいう。第１５条第４項及び第２１条第１項第２号において同

じ。）に当たる者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直

勤務に必要な数以上  

（３） 介護支援専門員 １以上  

（管理者の配置基準）  

第１４条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の

職務に従事することができる。  

２ 前項本文及び地域密着型サービス基準条例施行規則第６９条第

１項の規定にかかわらず、指定介護予防小規模多機能型居宅介護



事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所の管理者を

もつて充てることができる。  

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同

生活介護事業所、指定複合型サービス事業所、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として３

年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であつて、

厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならな

い。  

（介護職員の配置基準）  

第１５条 第１３条第２号の利用者の数は、前年度の平均値とする。

ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 第１３条第２号に規定する介護職員（以下この条において「介

護職員」という。）のうち１以上の者は、常勤でなければならな

い。  

３ 介護職員のうち１以上の者は、看護師又は准看護師でなければ

ならない。  

４ 第１３条第２号の規定にかかわらず、宿泊サービスの利用者が

いない場合であつて、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対

して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備してい

るときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並

びに宿直勤務に当たる介護職員を置かないことができる。  

５ 次の表の左欄に掲げる場合においては、第１３条第２号及び前

各項に定める人員に関する基準を満たす介護職員を置くほか、同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置

いているときは、同表の右欄に掲げる者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。  

指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所

指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定地域密着

介護職員  



に中欄に掲げる施設等

のいずれかが併設され

ている場合  

型特定施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設（法第４

８条第１項第１号に規定す

る指定介護老人福祉施設。

以下同じ。）、介護老人保

健施設又は介護医療院  

指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄に

掲げる施設等のいずれ

かがある場合  

前項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看

護事業所、指定地域密着型

通所介護事業所（地域密着

型サービス基準条例第５７

条の３第１項に規定する指

定地域密着型通所介護事業

所をいう。）又は指定認知

症対応型通所介護事業所

（地域密着型サービス基準

条例第６７条第１項に規定

する指定認知症対応型通所

介護事業所をいう。）  

看護師又は准看

護師  

６ 第１３条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所に置くべき訪問サービスの提供

に当たる介護職員については、本体事業所の職員により当該サテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

処遇が適切に行われると認められるときは、１人以上とすること

ができる。  

７ 第１３条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時



間帯を通じて本体事業所において宿直勤務を行う介護職員又は看

護小規模多機能型居宅介護従業者（地域密着型サービス基準条例

第１９５条第４号に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者

をいう。）により当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められると

きは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護職員を

置かないことができる。  

８ 第３項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所については、本体事業所の看護師又は准

看護師により登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、

看護師又は准看護師を置かないことができる。  

（介護支援専門員の配置基準）  

第１６条 第１３条第３号に規定する介護支援専門員（以下この条

において「介護支援専門員」という。）は、登録者に係る指定介

護予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能型

居宅介護計画の作成に専ら従事しなければならない。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合は、介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の他の職務に従事し、又は当該介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所に併設する次の各号に掲げる施設等の職務に従事

することができる。  

（１） 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

（２） 指定地域密着型特定施設  

（３） 指定地域密着型介護老人福祉施設  

（４） 指定介護老人福祉施設  

（５） 介護老人保健施設  

（６） 介護医療院  

２ 介護支援専門員は、厚生労働大臣が定める研修を修了している

者でなければならない。  

（設備）  

第１７条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介



護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号に掲げる設備の

区分に応じ、当該各号に定める基準を満たす設備を設けなければ

ならない。  

（１） 居間及び食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有

すること。  

（２） 宿泊室 ア及びイ又はウに掲げる基準を満たすこと。  

ア １の宿泊室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の

処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ １の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上とする

こと。  

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という。）以外の

宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計した面

積は、おおむね７．４３平方メートルに宿泊サービスの利用定

員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とする

ものとし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたもの

とすること。この場合において、プライバシーが確保された居

間については、個室以外の宿泊室の面積に含めることができる。 

（利用料等の受領）  

第１８条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、条例第

７１条において準用する条例第２１条第１項及び第２項の支払を

受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から

受けることができる。  

（１） 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に

居住する利用者に対して行う送迎に要する費用  

（２） 利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の

居宅において訪問サービスを提供する場合は、それに要した交

通費の額  

（３） 食事の提供に要する費用  

（４） 宿泊に要する費用  

（５） おむつ代  



（６） 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者

に負担させることが適当と認められる費用  

２ 前項第３号及び第４号に掲げる費用については、厚生労働大臣

が定めるところによる。  

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第１項の費用の

額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又は

その家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならない。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第１９条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規

模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

については、地域密着型サービス基準条例施行規則第２３条第２

号及び第３号、第２５条並びに第２６条に規定する人員に関する

基準を満たすことをもつて、第１３条第２号及び第３号、第１５

条並びに第１６条に規定する基準を満たしているものとみなすこ

とができる。  

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機

能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、地域密着型サービス基準条例施行規則第２７条に規定する

設備に関する基準を満たすことをもつて、第１７条に規定する基

準を満たしているものとみなすことができる。  

（準用）  

第２０条 第９条の規定は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者について準用する。この場合において、同条中「条例第１



０条第２項」とあるのは「条例第７１条において準用する条例第

１０条第２項」と読み替えるものとする。  

第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護  

（従業者の員数）  

第２１条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所ごとに次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなければな

らない。  

（１） 管理者 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

を構成する共同生活住居ごとに１  

（２） 介護職員 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外

の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当

たる介護職員を、常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症

対応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知症対応型共

同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあつては、当該事業所における指定介護予防認知

症対応型共同生活介護又は指定認知症対応型共同生活介護の利

用者をいう。以下この章において同じ。）の数が３又はその端

数を増すごとに１以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通

じて１以上の介護職員に夜間及び深夜の勤務を行わせるために

必要な数以上  

（３） 計画作成担当者 １以上  

２ 前項第２号の規定にかかわらず、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３である場合にお

いて、当該共同生活住居がすべて同一の階において隣接し、介護

職員が円滑な利用者の状況の把握及び速やかな対応を行うことが

可能な構造である場合であつて、指定介護予防認知症対応型共同



生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確

保されていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護職

員の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護職員に

夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることが

できる。  

（管理者の配置基準）  

第２２条 前条第１項第１号に規定する管理者（以下この条におい

て「管理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場

合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができる。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所における共同生活住居の管理者は、本体事業所における共

同生活住居の管理者をもつて充てることができる。  

３ 管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提

供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指

定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等

として、３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する

者であつて、厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでな

ければならない。  

（介護職員の配置基準）  

第２３条 第２１条第１項第２号の利用者の数は、前年度の平均値

とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 第２１条第１項第２号に規定する介護職員（以下この条におい

て「介護職員」という。）のうち１以上の者は、常勤でなければ

ならない。  

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模



多機能型居宅介護事業所（地域密着型サービス基準条例第７９条

第１号に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以

下同じ。）が併設されている場合において、第２１条第１項第２

号及び前２項に定める基準を満たす介護職員を置くほか、地域密

着型サービス基準条例施行規則第２３条第２号、第２５条及び第

２９条第１項に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員

に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当該介護職員

は、当該小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することが

できる。  

（計画作成担当者の配置基準）  

第２４条 第２１条第１項第３号に規定する計画作成担当者（以下

この条において「計画作成担当者」という。）は、保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経

験を有する者であつて介護予防認知症対応型共同生活介護計画の

作成を担当させるのに適当と認められ、専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合

は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の他の職務に

従事することができる。  

２ 計画作成担当者は、厚生労働大臣が定める研修を修了している

者でなければならない。  

３ 計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員をもつて

充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居

宅介護事業所の介護支援専門員との連携を図ることにより指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所の効果的な運営を期待す

ることができる場合であつて、利用者の処遇に支障がないときは、

これを置かないことができる。  

４ 前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成

担当者の業務を監督するものとする。  

５ 第３項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所については、介護支援専門員であ



る計画作成担当者に代えて、第２項に規定する者を置くことがで

きる。  

６ 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホーム

の生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員その他の認知症で

ある者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有する

と認められる者をもつて充てることができる。  

（設備）  

第２５条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居ごとに

次の各号に掲げる基準を満たす居室を設けなければならない。  

（１） １の居室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の

処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

（２） １の居室の床面積は、７．４３平方メートル以上とする

こと。  

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居ごとに設ける居

間及び食堂は、同一の場所とすることができる。  

（利用料等の受領）  

第２６条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、条例

第９２条において準用する条例第２１条第１項及び第２項の支払

を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者か

ら受けることができる。  

（１） 食材料費  

（２） 理美容代  

（３） おむつ代  

（４） 前３号に掲げるもののほか、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護において提供される便宜のうち、日常生活におい

ても通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負

担させることが適当と認められるもの  

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の費用



の額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第２７条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認

知症対応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知症対応型共

同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合については、地域密着型サービス基準条例施行規則第３

１条第１項第２号及び第３号、第３３条、第３４条並びに第３７

条第１項に規定する人員に関する基準を満たすことをもつて、第

２１条第１項第２号及び第３号、第２３条並びに第２４条に規定

する基準を満たしているものとみなすことができる。  

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対

応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知症対応型共同生活

介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場

合については、地域密着型サービス基準条例施行規則第３５条に

規定する設備に関する基準を満たすことをもつて、第２５条に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。  

（準用）  

第２８条 第９条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者について準用する。この場合において、同条中「条例第

１０条第２項」とあるのは「条例第９２条において準用する条例

第１０条第２項」と読み替えるものとする。  

第５章 補則  

第２９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定め

る。  

附 則  

（施行期日）  



１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ 介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成１８年政令第

１５４号。以下「改正令」という。）附則第３条の規定により指

定介護予防認知症対応型通所介護事業者とみなされた者に係る第

４条第２項及び第１２条において準用する第４条第２項の規定の

適用については、第４条第２項中「者であつて、厚生労働大臣が

定める研修を修了しているもの」とあるのは「者」とする。  

３ 改正令附則第５条の規定により指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業者とみなされた者が指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の共同生活住居であつて、平成１８年３月３１日

において指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準の一部を改正する省令（平成１１年厚生省令第９６号）附

則第２項の規定の適用を受けていたものについては、第２５条第

１項第２号の規定は適用しない。  

附 則（平成２７年規則第１６号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（平成２９年規則第１８号）抄  

（施行期日）  

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。  

附 則（平成３０年規則第２１号）  

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則（令和３年規則第１１号）  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則（令和６年規則第９号）  

この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 


